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氏名（旧姓）・生年月日・年齢

明治 2 年 6 月 4 日、民
み ん ぶ か ん

部官に庶
し ょ む

務
司
つかさ

戸
こ せ き ち ず か か り

籍地図掛が設置された。我が
国の国家地図作成機関の誕生であ
る。今年・令和６年、満 155 歳を迎
えた。明治初頭には複数の地図作成
機関が存在し、明治４年には、工部
省に測量司が置かれ、兵部省陸軍参
謀局に間諜隊が置かれた。このほか
にも北海道の測量は明治 6 年に開
拓使が米国式で開始し、各県におい
ても独自の基準点網が部分的、一時
的に整備された。

これらは頻繁な組織改正、名称変
更を繰り返し、明治 17 年に参謀本
部測量局に統合され、明治 21 年５
月 12 日に参謀本部陸地測量部が発
足した（正確には陸軍参謀本部が
10 ヶ月で参謀本部に改称）。このた
め、「国土地理院の前身である陸地
測量部」という言い方をよくするし、
測量法の施行に伴い、陸地測量部の
所掌していた陸地測量標条例は廃止
され、同条例に基づく測量成果等は
測量法に基づく測量成果等と見なす
ものとされた。なお、「部」という名
称は戦前においては現在の「庁」に
相当し、参謀本部の外局である。ま
た、「陸軍陸地測量部」という表記を
まま見かけるが、参謀本部は天皇に
直隷する軍令機関であり、「陸軍」は
冠しない。

終戦時、陸地測量部は廃止され、
内務省の付属機関として地理調査所
が発足した。事実上は人員や機材、
成果を引き継いだが、形式上は廃
止、新設によって断続した別組織の
体を取っている。国家に測量機関は
必要だが、民生機関に化かさなけれ
ば存続が危うかったことによるカモ

国土地理院長　国土地理院長　大大
お お きお お き

木木　章章
しょういちしょういち

一一

目黒区に移転した。現在の日本地図
センターのすぐそばである。いや、
のちに、日本地図センターがすぐそ
ばに移転してきたのである。ここで
国土地理院と名称が変わり、昭和
54 年に筑波研究学園都市の設置に
伴い、茨城県筑波郡谷田部町（現：
つくば市）に移転して現在に至る。

平成 14 年の測量法改正作業の際
に、都内の国土交通省施設内に仮事
務所を設置して、ながらく仮の状態
であったが、今年度国土交通省令の
改正により、霞が関にある国土交通
省内の国土地理院東京オフィス内の
防災・地理空間情報企画センターが
法令上に位置づけられた。

家族構成

定員は 651 人、定員外の非常勤
職員などを含めると約 760 人が勤
務している。院長と参事官（審議官
級で事実上の副院長）が指定職で、
ほとんどの職員は行政職の一般職、
研究センターには研究職のポストが
16 ある。つくばと霞が関に本院が
あり、本院には６部３センターが置
かれている。全国 10 ブロックには地
方測量部、支所が置かれ、職員の約４
分の１は地方に配属されている。

性格

国家行政組織法第８条の３の「特
別の機関」であり、国土交通省本省
に置かれる特別の機関として国土交
通省設置法に設置根拠を置く。本院
機能のほとんどがつくばに置かれて
いるが、研究所ではなく測量法など
を所管する行政機関である。地方機
関とは異なり、国会対応、法令協議、
政策調整、各省協議、予算・組織定
員要求、国際案件などは本省各局同

フラージュであった。
昭和 35 年には現在の国土地理院

に名称が変更されて現在に至る。英
語名称は地理調査所を引き継ぐ
Geografi cal Survey Institute を長
らく使っていたが、平成 22 年に
Geospatial Information Authority 
of Japan に改称した。直訳すると
地理空間情報庁である。

住所

前述のように、明治初頭には測量
に関する複数の機関の設置、統廃
合、移転が繰り返されていたが、明
治17年に参謀本部に統合されると、
住所は現在の国会前庭（東京市麹町
区永田町）に定まった。工事中の憲
政記念館や日本水準原点のある場所
である。いや、日本水準原点が陸地
測量部の前庭に設置されたのであ
る。しばらくは参謀本部の建物の一
角を占めていたが、手狭になった参
謀本部が隣に建てた新館に移ったの
ちには旧館１棟まるまるが陸地測量
部の庁舎となった。建物裏手には印
刷棟など複数の建物が立ち並び、正
面の写真から見るよりもはるかに広
い敷地面積を誇っていた。

第二次世界大戦の末期になると、
東京空襲を避け、本土決戦に備えた
大本営の長野県への移転が始まり、
陸地測量部も松本市郊外に移転し
た。その後、東京の庁舎は空襲で焼
失し、戻ることができなくなったた
め、千葉市黒砂にあった旧戦車学校
を使い、地理調査所として再出発す
ることになった。戦車が入れる構造
の建物が重量のある測量、印刷機材
を扱うのに適していたと聞いたこと
がある。

戦後 13 年の昭和 33 年に東京都

国土地理院自己紹介国土地理院自己紹介
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様、直接、国土地理院の担当部局が
対応する。院長は国会答弁をする
し、国会待機もある。予算担当は財
務省に出向いて予算要求を行う。場
所がつくばなだけで、中央省庁なの
である。平成 13 年には災害対策基
本法に基づく指定行政機関となり、
法的な防災機関となった。

家計

令和６年度の当初予算は、デジタ
ル庁一括計上分を含め約 90 億円と
なっている。これに、令和５年度の
補正予算約 50 億円と能登半島地震
対応用の予備費約７億円の執行が年
度をまたいでいる。

なお、予算には職員の人件費や施
設の維持費が含まれ、事業費として
は決して潤沢ではない。むしろ、地
図の新鮮さに対する期待に応えるた
めには十分とは言えない。

職歴

近代測量は、明治初頭に欧米から
のお雇い外国人や遣欧留学生によっ
て我が国にもたらされた。天文測量
と電信により経緯度原点を設置し、
原点と結びついた全国を覆う三角点
網を経緯儀によって構築する測地測
量である。精度の高い三角点に基づ
き地形図が整備されていった。特に
内戦である西南戦争の軍事行動の困
難さが地形図整備の強い動機になっ
たとされる。数㎞の射程を持つ大砲
を扱う砲術のためには精度の高い方
位角と距離を利用することが不可欠
だったことも一因であろう。

欧州では基準点、地形図、地籍図
がセットであり、軍事、統治、税収
の根幹をなしているが、我が国にお
いては、基準点の設置を待てずに地
租改正に踏み切ったことが、精度を
持たない公図による不動産登記、対
象面積の半分の地籍が未整備という
現状の元となっている。

領土の拡大、満州国の樹立、作戦

範囲の広がりに連れて測量・地図作
成の対象地域は広大な範囲に広がっ
た。組織も台湾、朝鮮、関東州、沖縄
に臨時土地調査所（部）、土地整理事
務局が置かれ、満州航空の写真処は
多くの航空機と図化機が並ぶ世界有
数の写真測量機関となった。1000
人規模の本土の陸地測量部、関東軍
測量部、南方軍測量本部の３部体制
だけでなく、満州国測量局、支邦派
遣軍測量隊、大陸や南方に展開する
各方面軍野戦測量隊などなど、人員
を配置する測量関係機関は巨大なも
のとなった。

戦後は GHQ の指令に従い、英語
版地形図の作成や基準点成果・点の
記の英訳などに追われた。サンフラ
ンシスコ平和条約の発効後は、戦後
復興、その後の高度経済成長に伴う
地図需要に応える地形図の整備、基
本図の５万分１から２万５千分１への
精度向上、各種主題図の整備が主な
仕事となった。VLBI（超長基線電波
干渉法）の導入は、昭和 56 年である。

平成に入るとトータルステーショ
ンや GPS の測量への導入、電子基
準点の整備、地図のデジタル化、オ
ンライン化、リアルタイム化が進め
られた。平成 14 年には測量法が改
正され、測地系が、VLBI などの宇宙
測地技術によって構築された国際地
球基準座標系（ITRF）に基づく世界
測地系に移行した。これにより、電子
基準点の測量への利用が始まった。

平成 19 年には地理空間情報活用
推進基本法が制定され、基本法に規
定する基盤地図情報の整備が開始さ
れた。国土地理院は基本法に基づく
省令、告示を所管している。現在、
東京オフィスの職員の一部は内閣官
房の地理空間情報活用推進室の室員
に併任となっている。

今の仕事

対外的にわかりやすく「測る」、
「描く」、「守る」、「伝える」が国土地

理院の使命であると説明している。
「測る」は測地測量である。測地部

と測地観測センターが担い手であ
る。現在の緯度経度は国際協力によ
り構築されており、VLBI と SLR で
地球の大きさ、姿勢、重心を決定し、
GNSS で稠密化して大陸の移動を
考慮した位置の基準となる ITRF を
構築している。重力衛星や地上重力
測量などで重力場を決定し、重力ポ
テンシャルから地球回転楕円体の形
状を決定し、地球重心を原点とする
XYZ の ３ 次 元 直 交 座 標 で あ る
ITRF を緯度経度に変換している。
日本では石岡測地観測局の VLBI で
世界に結びつき、GNSS の連続観測
点である電子基準点と三角点を全国
に配置することで国民の緯度経度へ
のアクセスを実現している。
「描く」は地形図や主題図を描き

起こすことである。基本図情報部と
応用地理部が担い手である。空中写
真を用いた写真測量、現地調査、都
市計画図などの利用、工事図面の収
集などにより、地形図の整備、更新
は行われている。また、湖沼を小型
船舶や無人機によるソナー観測で測
深して湖沼図を作成したり、地形図
を白地図として写真判読などによっ
て地形分類図などを作成したりして
いる。
「守る」は地図作製、測量技術の防

災への転用である。日頃の備えとし
て電子基準点で地殻変動を監視し、
活断層図や火山図、土地の脆弱性を
示す地図の整備、ハザードマップの
ポータルサイトや全国の避難所、避
難場所のデータを整備している。発
災時には緊急参集がかかるととも
に、自動的に電子基準点で捉えた地
殻変動と地形条件・震源分布をもと
にした土砂災害・液状化推定プログ
ラムが走り、政府の防災関係機関に
送られる。省の防災地理情報システ
ムの立ち上げ、浸水域の推定、SAR
衛星データの解析、空中写真の撮
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影、被災状況の判読などを行う災害
対応モードが数週間から数か月続
く。得られた情報は首相官邸、政府
の防災機関、警察、消防、自衛隊、自
治体に霞が関の東京オフィスや地方
測量部から届けられる。
「伝える」は情報提供である。地理

空間情報部、応用地理部、地方測量
部などが担う。地理院地図や地理空
間情報ライブラリーといったネット
経由や本院、地方測量部の閲覧所、
日本地図センターを通して各種地図
や空中写真、基準点成果などの測量
成果が国民に届けられる。近年は自
然災害伝承碑などの防災情報の周
知・活用支援にも力を入れている。

この他にも、行政機関として測量
法に基づく公共測量の指導、助言、
測量士・測量士補の国家試験の問題
作成、実施や登録などを行ってい
る。また、G 空間 EXPO の開催、南
極観測、国連の会議への日本政府代
表団としての参加、JICA の枠組み
での国際技術協力など、活動は多岐
にわたる。

将来の夢

今年・令和６年４月、今後 10 年
間を計画期間とする第９次「基本測
量に関する長期計画」が大臣告示さ
れた。基本測量は「すべての測量の
基礎となる測量で、国土地理院が行
うもの」で、測量法で長期計画の策
定が定められている。社会における
DX（デジタル・トランスフォーメー
ション）の進展や測位環境の向上、
安全保障や防災に関する意識の高ま
りといった世の中の流れを背景に、
• 社会のデジタル化を支える基盤

的データの整備
• 測位分野における基本測量の役

割増大への対応
• 地図情報の新鮮さの向上と 3D 化

を基本方針とした。
国家地図作成機関の地図の持つ領

土明示機能と統治行為としての基準

点設置が全体としてベースに置かれ
ている。具体的な施策としては、測
地分野では我が国独自の測位衛星の
軌道決定能力を持つこと、４年間を
要した航空重力測量の成果に基づく
全国の標高改定、電子基準点の耐災
害性の強化等が並ぶ。地図に関して
は人工衛星画像や AI の活用、3 次
元建物データや１mDEM の整備、
国境離島など領土の基礎的な情報の
整備等となっている。

また、これまで同様、測量、地図
作成技術を防災減災に適用すること
も柱の一つとなっている。その他、
測量行政、国際活動・協力、研究開
発と人材育成もこれまで以上に強化
していく。

職員一人一人が先端技術を駆使で
きる測量技術における世界のリー
ダーとなり、組織全体として世界
トップクラスの測量機関を目指す。

大木　章一大木　章一
1963年千葉県
生まれ、伊能
忠敬と同じ町
で育つ。東北
大学大学院地
球 物 理 学 専
攻、平成元年
入省。基準点

測量、地形図修正、国土数値情報
整備、国土庁計画・調整局（第５
次全国総合開発計画）、ドイツ留
学、国際VLBI事業設立、第5次基
本測量長期計画改正策定、国土庁
土地局地籍調査担当、測量法改正
（世界測地系移行）、写真測量技
術開発室長、大臣官房（新技術・
準天頂衛星担当、第３次科学技術
基本計画）、地理空間情報活用推
進基本法の制定、地理院地図公
開 、 政 府 災 害 現 地 調 査 団 （ ７
回）、内閣官房参事官、南極地域
観測統合本部員、地震・火山調査
研究推進本部及び同政策委員会
（常時出席者）、国連地球規模地
理 空 間 情 報 管 理 専 門 家 委 員 会
（UN-GGIM）日本政府代表団
長・同防災ワーキング議長、UN-
GGIMアジア太平洋地域委員会会
長など歴任。趣味は近代測量史と
手料理。

地理地殻活動研究センター

測地観測センター

応用地理部

地理空間情報部

測地部

企画部

総務部

基本図情報部

防災・地理空間情報企画センター

測量法の施行、事務全般に関する業務

北海道地方測量部

東北地方測量部

関東地方測量部

北陸地方測量部

中部地方測量部

近畿地方測量部

中国地方測量部

四国地方測量部

九州地方測量部

沖縄支所

地方測量部等

本院（つくば・東京）

事業計画、研究開発計画、国際業務、
公共測量に対する助言、災害対策本部

国土の位置の基準に関する業務、重力、
地磁気

地理空間情報の管理・提供・地域連携

国土の地図や空中写真の整備・更新に
関する業務

防災及び環境保全に必要な地理空間情報
の整備

災害対応や地理空間情報の活用・推進に
関する企画調整業務

電子基準点の運用、地殻変動の監視、
験潮

地殻変動、宇宙測地及び地理情報解析に
関する基礎的な研究

院　　　長

参　事　官

組織及び主な業務
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内務省に地理寮を設置
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バックナンバーのご案内

「地図倶楽部」へのご入会をお待ちしています！   03-3485-5417（事務局）
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2024 年１月号（通巻 616）で、図の注記に誤りが
ありました。訂正して、お詫び申し上げます。
P.46・図２：（誤）河成段丘→（正）海成段丘

編 集 後 記
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地図と学ぶ月刊誌

本誌の一部あるいは全部を無断で複写・複製・転載する
ことは、法律で認められた場合を除き、禁じられています。

2024 年７月 通巻 622号

『文化的景観』20 年
～連携による保存と活用～

文化的景観とは「地域における人々文化的景観とは「地域における人々
の生活又は生業及び当該地域の風土にの生活又は生業及び当該地域の風土に
より形成された景観地で我が国民の生より形成された景観地で我が国民の生
活又は生業の理解のため欠くことので活又は生業の理解のため欠くことので
きないもの」を指し、全国で72件の重きないもの」を指し、全国で72件の重
要文化的景観が選定されています要文化的景観が選定されています＊＊。。
日本各地の重要文化的景観の連携に日本各地の重要文化的景観の連携に
よる保存と活用をレポートします！よる保存と活用をレポートします！

1979（昭和 54）年に現在のつくば市に移転し
た国土地理院（つくば本院）の周辺は、筑波研究
学園都市の整備や市街化のために、変化が激しい
地域です。そのために国土地理院（つくば本院）
を含む２万５千分１地形図「上郷」は、頻繁に更
新されています。
２万５千分１地形図の図歴を見ると、特に測

（編集長・
小林政能）

宇和海狩浜の段畑と農漁村景観宇和海狩浜の段畑と農漁村景観
農道から見上げた段畑の眺め農道から見上げた段畑の眺め

量年で 1967
（昭和 42）年
以降の昭和期
は、長くても
５年、短い場
合は２年で更
新されてま
す。本 誌 56
ページに掲載
の 2024 年５
月取得の地理
院地図とも比
べてみてくだ
さい。

２万５千分１地形図「上郷（かみごう）」図歴２万５千分１地形図「上郷（かみごう）」図歴

２万５千分１地形図「上郷」（昭和42年修正）×0.8２万５千分１地形図「上郷」（昭和42年修正）×0.8

２万５千分１地形図「上郷」（昭和59年部分修正）×0.8２万５千分１地形図「上郷」（昭和59年部分修正）×0.8


